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Is Instructional Principles for Self-regulation in English as a Foreign  
Language Students Validated in Postsecondary Education? 





The purpose of the article is to validate instructional principles embedded in computer-assisted English 
instruction to facilitate self-regulation (SR) in first-and-second-grade non-English major postsecondary 
students. The coursework was designed based on the four principles of Ley and Young (2001): environment, 
organizing and transforming, monitoring, and evaluating. Data were collected systematically through the 
coursework—numerical variables regarding academic achievement, and diary—and analyzed in mixed methods. 
Results revealed that the instructional principles are valid to enhance students’ persistence and achievement. 
Further, self-efficacy played a role to enhance SR functions in some learners, who were well-achieved by the 










（40.90）と 2013年度入学生(35.31)で 5点以上の差 1) が出ており，総じて英語力が低下してい
る可能性は否定できない。そこでこうした状況を踏まえて，入試過去問から抽出した文法問題を 
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きないだろうと考える。また，SR は学業的達成度との相関が高いことがわかっており（伊藤, 1996 4); 
Ley & Young, 1998 5); Pintrich & DeGroot, 1990 6）），入学時に学力が低い学生は，高い学生よ
りも SRが苦手ということは十分想定できる。これらのことから，学習の貫徹（persistence）や
学習方法の向上には，SR支援（SR育成のための方略やコースワーク）が重要な鍵となる。一方，













きるかもしれないという期待）（Bandura, 1977）8) や，より包括的な自己調整学習（Zimmerman & 
Schunk, 2001）9) の理論的枠組みが進展してくるにつれ，日本でも教室環境やコースワーク，つ
まり学習者を空間的，時間的にとりまく教授デザインをどうするかという視点がより重要視され
るようになった。自己調整学習の主要な提唱者である Zimmermanが“learning is not something 





















1．学習者の注意を獲得する 4．新しい事項を提示する 7．フィードバックを与える 
2．授業の目標を知らせる 5．学習の指針を与える 8．学習の成果を評価する 
3．前提条件を思い出させる 6．練習の機会をつくる 9．保持と転移を高める 































学習遂行の維持過程（e.g., 宿題提出回数）を SRの測度として定義する。 
 
表２．レイとヤングの SR 教授原理 
活動 定義 支援の例 
学習環境の構築 学習の物理的環境を整えること 学習環境を整え，集中するための対処法を助言する 
教材の管理 教材の振り返りと組織化を図ること 学習可能なアウトラインを小刻みにして学習者に伝える 
モニタリング 事象や結果を記録すること 活動終了毎に，その記録付けをするよう促す 
評価 達成度を検討し，次へ備えること 改善の理由や方法について項目ごとに共に振り返る 




 2013年度 4月から 8月までの前期，英語Ⅰ・Ⅲ履修者 56名のうち，研究の趣旨に同意し，期
末考査を受験した 35名（1年 23名，2年 12名; 男 26，女 9）を対象とした 14）。参加者はみな日
本語母語話者で，また TOEIC受験及び 6ヶ月以上の海外滞在経験のいずれもなかった。参加者の
英語力を調べるために山内（2004）15）の語彙水準テスト（54問），プレイスメントテスト（本学




の U検定で学年間の分布の重なりをみた結果，文法にのみ差がみられた。（U = 29.500, P < .001，












N = 35 
M (SD)  
1 年生 n = 23 2 年生 n = 12 
  U Z 効果量 (r) 
平均ランク 平均ランク 
語彙 24.29 (8.41) 15.50 22.79 80.500 2.006 **  .34 中 
文法 37.63 (6.81) 13.28 27.04 29.500 3.795 ** .64 大 
聴解 38.00 (8.76) 16.83 20.25 111.000 0.964 ** .17 小 
苦手意識 3.54 (1.01) 20.04 14.08 91.000 1.710 ** .29 小 
Note. ** P < .01，ボンフェローニの調整で補正. 
 
表４．SR 支援を埋め込んだ教授原理による活動と教授方略 





















Note. Ley & Young（2001）の SR 教授原理に基づき著者作成. 
 
２．活動と教授方略 
 Ley & Young（2001）の SR教授原理に基づき，SR支援を埋め込んだ教授方略が表４のように設
定され，13回の授業で継続的に実践された。これについて，以下で具体的に述べる。 
ａ．学習環境 
 学業達成度の高い学習者は，学習環境の構築にも長けている（Ley & Yong, 1998）。したがって，
自らの手で学習環境の構築ができない，あるいはそれが苦手な学生に対しては，適切な環境にお
ける学習モデルを示す必要がある。高橋・鈴木・竹蓋（2003）16）は，大学で英語のコミュニケー




（1998）は，学習スキルの習慣化には HWが重要な役割を果たすと述べている 18）。そこで CWと
HWを連携させ，学習の動機（自己効力感）と継続（学習方略使用への意志）に作用するように活
動を設定した。内容は，CW（TOEIC Listening Section）で自ら PCを操作して英語を読み，聞く
こと，そして指導者の授業や E-mailによる助言を得ながら，家庭でも英語のリスニング訓練を継


























らった。Task Aには，授業の 15分間と授業外の任意の時間が，Task Bには授業外の任意の時間
が使われた 25）。これらの活動は、タスク A, Bを通じて HWと CWの連携を密にすることで，これ
により結果や疑問点を継続的に確認しつつ学習者が次第に教材を自己管理できることをねらいと














                                               
                                              

























（著者により作成） 図１．HW と CW の連携 
ホームワーク(HW) 
Task A: Moodle 演習・単語帳 
Task B: TOEIC 聞き取り・dictation 
記録・レポート 
クラスワーク(CW) 
Task A: Moodle 演習 
Task B: TOEIC 演習 Part 1 ~ Part 
7 
















本研究では混合研究法（Mixed Methods）を用いた。Creswell & Plano Clark（2007）は，混合
研究法を“It’s central premise is that the use of quantitative and qualitative, in 
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ａ．活動の維持過程 
  図３は，２つの SR変数（宿題提出率，実線，平均 43.3%；Moodle達成率, 破線，平均 52.7%）
と出席率（二重線，平均 87.6%），そして一人当たりの平均聞き取り回数（棒グラフ，平均 8.7回）
の４つの変数による活動の維持過程である。CW2から CW14は教科書の各 Unit演習，CW1はコース































した。Holm法により危険率の調整をしたところ，ポスト聴解テスト（t(33.000) = 2.448, P < .0025, 
効果量中）と評定点（t(29.680) = 8.181, P < .0016, 効果量大）に有意な差がみられた（表７）。 
 
表５．相関行列表 
   評定点 SR 宿題回数 SRMdoole 達成率 TOEIC 聴解 Moodle 得点 語彙 
SR 宿題回数 .904** －     
SRMoodle 達成 .500** .391** －    
TOEIC 聴解 .504** .442** .176** －   
Moodle 得点 .620** . 390** .372** .375** －  
語彙 .618** .398** .272** .221** .315** － 
ポスト聴解 .661** .492** .344** .367** .717** .420** 
Note. ** P < .01, * P < .05，α = .803 
 
表６．評定点を基準変数とした重回帰分析の結果 
変数 M（SD） B SEB β VIF† 
評価点 64.49 (21.259)     
SR 宿題回数 5.91 ( 4.514) 3.286 .206 .698 1.309 
Moodle 得点 42.00 (20.299) .279 .044 .266 1.223 
語彙 35.97 ( 7.316) .747 .123 .257 1.232 
切片  6.466 4.158   
Note. R2 = .955, P < .001, 
†
 Variance Inflation Factor  
 
表 7．t 検定の結果 
 
N = 35 
SR 宿題上位 SR 宿題下位 
t (df) P 効果量 (r) 
M (SD)  n = 18 M (SD)  n = 17 
プレ聴解 38.61 (08.368) 37.35 (09.374) 0.418 (32.056) .679 * .07 なし 
ポスト聴解 42.50 (11.789) 27.65 (22.715) 2.448 (33.000) .020* .39 中あ 
評定点 81.20 (10.495) 46.80 (14.022) 8.181 (29.608) .000* .83 大あ 
Note. * P < .05，Holm 法により補正。宿題回数には正規性が無かったため中央値７回を基準としてグループ分け. 
 
２．研究２ 
 次に，研究１で分けられた SR上位群と SR下位群それぞれの記述データ（記録 B，図２）に対
して KJ法による分析がなされた。切片化ラベルは，前者が 372枚，後者が 86枚，計 458枚であ
った。各群別にグループ編成とラベル付けの工程が 4回，統合の工程が 3回繰り返され，最終的
な図解（Appendix A）と以下の叙述が得られた。 
96 表 昭浩 
 





















































 本研究では，Ley & Young (2001)の４つの SR教授原理を埋め込んだ支援が，日本母語話者の
EFL学習者の SRに，どの程度またどのような心理プロセスで影響するかということを明らかにす
















































現や記述が増えることを指摘している 37）。研究２の KJ法におけるラベル数の違い（上位群 372
枚，下位群 86枚）や，両群間の方略計画や実施に関する記述差はこれを追証するものであり，こ





























を教える介入方法よりも汎用性の高い教育的介入を提供すると考えられる（Ley & Young, 2001; 
Young, 1996 38））。学習方略の教授可能性については，従来から議論が別れるところであるが，あ
る学習方略の指導が成功するかどうかは，個人差（e.g.,学習スタイルや適性）やそのコンテクス
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